

【工事】Ｒ元.10改正版

様式第１号（第４条関係）

　　　　年　　月　　日

佐賀市長　秀島　敏行　様
住所　　　　　　　　　 
申請者　  氏名又は名称　　　　　　　　 印
電話番号　　　　　　　　　 
補助金交付申請書

　佐賀市補助金等交付規則第３条の規定により、補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。この申請書及び添付書類に記載の事項は、事実に相違ありません。

	建築物の名称
	

	建築物の所在地
	佐賀市

	補助金交付申請額
	金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


※添付書類
・事業実施計画書（様式第２号）【1部】
・耐震診断の結果報告書【1部】
・耐震改修後の耐震性能について記載された書類の写し【2部】
・設計図書【2部】
・耐震改修工事に要する費用（工事内訳等）が確認できる書類【2部】
・付近見取図【1部】
・確認通知書の写し又は建築時期が分かる書類（登記事項証明書等）【1部】
・建築物の所有者が分かる書類（登記事項証明書等）【1部】
・誓約書【1部】
・市税等の滞納がないことが分かる書類（完納証明書）【1部】
　・建築物の外観写真（２～３面程度）【1部】
　・耐震診断義務付け対象建築物であることの確認書【1部】
　　（※要緊急安全確認大規模建築物又は沿道建築物（義務化路線）に限る）

様式第2号（第４条関係）

　　　　年　　月　　日

事業実施計画書
	建築物の名称
	

	建築物の所在地
	佐賀市

	建築物の所有者
	住所

氏名

	仕入れに係る消費税の控除対象事業者
	□該当する　　　　　　□該当しない

	補助対象建築物
	建築確認
	　　　　　　年　　　月　　　日　　　　第　　　　　号

	
	着工時期
	　　　　　　年　　　月頃

	
	建物用途
	□一戸建て住宅　　　　　　□長屋・共同住宅　　
□要緊急安全確認大規模建築物　　□沿道建築物（義務化路線）

	
	住宅用途

※建物用途が住宅の場合のみ
	□専用住宅　　　　　　　　　　
□兼用・併用住宅（店舗等の面積が延べ床面積の1/2未満のもの）

	
	改修方法
※木造戸建て住宅の場合のみ
	□全体耐震改修　
□段階的耐震改修　（　□第一段階目　　□第二段階目　）

	
	構　　造
	□木造 □鉄骨造 □鉄筋コンクリート造 □鉄骨鉄筋コンクリート造
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	規　　模
	地上　　　階

地下　　　階
	建築面積

　　　　　　　㎡
	延べ床面積

　　　　　　　㎡

	事業（概算）費用
※耐震改修に係る部分のみ
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	事業期間
	　　　　年　　月　　日から　　　　　年　　月　　日

	工事施工者
	建設業の許可（　　　　　　）第（　　　　）第　　　　　　号

会社名
所在地
電話番号

	事業の概要
	


· 申請人が法人の場合は、住所に代えて主たる事務所の所在地を、氏名に代えて名称及び代表者の氏名を記入してください。

様式第３号（第５条関係）

　　　　年　　月　　日

佐賀市長　秀島　敏行　様

申請者　住所　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　印

補助金交付変更（中止・廃止）承認申請書

　　　　　　年　　月　　日付　佐市建指第　　　　号で補助金交付予定額の決定があった事業について変更が生じたので、佐賀市補助金等交付規則第８条の規定により届け出ます。

記

１．建築物の名称
２．建築物の所在地　　佐賀市

３．変更内容及び理由

様式第４号（第６条関係）

佐市建指第　　　号
　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　様

佐賀市長　秀　島　敏　行

補助金交付予定額決定通知書

　　　　年　　月　　日付で申請のあった補助金については、下記のとおり補助金交付予定額が決定したので、佐賀市補助金等交付規則第６条の規定により通知します。

記

１．建築物の名称
２．建築物の所在地　　佐賀市
３．補助金交付予定額　　金　　　　　　　　　　　　　　　　円
４．補助金交付予定時期　　事業が終了し、補助金交付額が確定後交付する。

※補助の条件

　（１）本要綱の規定を遵守すること。

　（２）補助金交付予定額は、事業に要する費用の確定により変更する場合があります。

　（３）補助金に係る消費税相当額については、住宅局所管補助事業等における消費税相当額の取扱いについて（平成17年9月1日付国住総第37号国土交通省住宅局長通知）の定めるところにより、消費税仕入控除額が明らかになった場合には、当該消費税仕入控除税額を減額する場合があります。
様式第５号（第６条関係）

佐市建指第　　　号
　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　様

佐賀市長　　秀　島　敏　行

補助金交付変更（中止・廃止）通知書

　　年　　月　　日付で申請のあった補助金等の交付については、佐賀市補助金等交付規則第8条第3項の規定により、次のとおり変更したので通知します。

	通知年月日
	　　年　　月　　日
	通知番号
	佐市建指第　　　　号

	補助事業等の変更の内容
	

	変更後の
交付決定金額
	

	変更の理由
	


様式第６号（第７条関係）

　　　　年　　月　　日

佐賀市長　秀島　敏行　様
申請者　住所
氏名又は名称　　　　　　　　　印

実績報告書
　事業が完了したので、佐賀市補助金等交付規則第１２条の規定により下記の関係書類に添えて報告します。なお、この報告書及び添付書類に記載の事項は、事実に相違ありません。
	建築物の名称
	

	補助金交付予定額
	金　　　　　　　　　　　　　　　円

	工事施工者
	建設業の許可（　　　　　　）第（　　　　）第　　　　号

会社名
所在地
電話番号　

	事業完了年月日
	　　　年　　　　月　　　　日


※添付書類

・工事請負契約書の写し【2部】

・改修計画に基づいて工事が実施されたことが確認できる書類【2部】

・工事写真（耐震改修に係る全ての工事内容（施工前・施工後）が確認できるもの）【1部】

・完成写真（全景）【2部】

・領収書の写し【1部】

様式第７号（第８条関係）

佐市建指第　　　号
　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　様

佐賀市長　秀　島　敏　行

補助金交付確定額通知書

　　　　　　年　　　月　　　日付で完了報告のあった事業について、下記のとおり確定したので、佐賀市補助金等交付規則第１３条の規定により通知します。

記

１．建築物の名称
２．建築物の所在地　　佐賀市

３．補助金交付確定額　　金　　　　　　　　　　　　　　　円

様式第８号（第９条関係）
　　　　年　　月　　日

佐賀市長　秀島　敏行　様
住所
申請者　  氏名又は名称                    印

電話番号
補助金支払請求書
下記のとおり補助金を請求します。

記

１．請求金額

	金　額
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	
	　
	０
	０
	０


２．振込先
	振込先金融機関
	金融機関名
	銀行　

金庫　

農協　
	本店　

支店　

支所　

	
	口座の種類
	普通　・　当座　（当該を○で囲む）

	
	口座番号
	

	
	フリガナ
	

	
	口座名義人
	


様式第９号（第１０条関係）
佐市建指第　　　号
　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　様

佐賀市長　秀　島　敏　行

補助金交付確定額取消通知書

　　　　年　　　月　　　日付　佐市建指第　　　　号により交付が確定した補助金について、下記の理由から取消（全部・一部）したので、佐賀市補助金等交付規則第１５条の規定により通知します。

記

１．建築物の名称
２．建築物の所在地　　佐賀市

３．理由
様式第１０号（第１０条関係）

佐市建指第　　　号
　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　様

佐賀市長　秀　島　敏　行

補助金返還命令書
　　　　年　　　月　　　日付　佐市建指第　　　　号の補助金交付確定額取消通知書に基づき、佐賀市補助金等交付規則第１６条の規定により下記のとおり返還を請求します。

記

１．返還すべき金額　　　　金　　　　　　　　　　　円

２．返還期限　　　　　　　　年　　　月　　　日まで

３．返還方法　　　　別紙通知書による払込み

４．補助年度　　　　　　　　年度

５．補助金交付確定額　　　　　　　　年　　月　　日　佐市建指第　　　号

　　通知日及び番号
６．補助金交付確定額　　　　金　　　　　　　　　　　円

７．補助金交付確定額　　　　金　　　　　　　　　　　円

　　の既交付額
８．返還事由
様式第１１号（第７条関係）

佐市建指第　　　号
　　　　年　　月　　日

佐賀市長　秀島　敏行　様

住所　　　　　　　　　 
申請者　  氏名又は名称　　　　　　　　 印
電話番号　　　　　　　　　 
補助金に係る消費税仕入控除税額報告書

　　　　年　　　月　　　日付　佐市建指第　　　　号で補助金交付確定の通知のあった　　年度佐賀市耐震改修事業費補助金について、佐賀市耐震改修事業費補助金交付要綱第７条第３項の規定により下記のとおり報告します。

記

1． 佐賀市耐震改修事業費補助金交付要綱第８条に基づく確定額
　　　金　　　　　千円

2． 補助金の確定時に減額した消費税仕入控除税額
　　　金　　　　　千円

3． 消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額
　　　金　　　　　千円

4． 補助金返還相当額（３－２）
　　　金　　　　　千円

